
平成二十四年文部科学省・農林水産省・経済産業省・国土交通省・環境省令第二号

環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律施行規則

環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推進に関する法律の一部を改正する法律（平成二十三年法律第六十七号）の一部の施行に

伴い、並びに環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律（平成十五年法律第百三十号）の規定に基づき、及び同法を実施するた

め、人材認定等事業に係る登録に関する省令の全部を改正する省令を次のように定める。

人材認定等事業に係る登録に関する省令の全部を改正する省令

人材認定等事業に係る登録に関する省令（平成十六年文部科学省・農林水産省・経済産業省・国土交通省・環境省令第一号）の全部を

次のように改正する。

（支援団体の指定の基準）

第一条　環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律（以下「法」という。）第十条の二第一項第一号の主務省令で定める基準の

うち経理的基礎に係るものは、次に掲げるものとする。

一　債務超過の状態にないこと。

二　支援事業を適確かつ円滑に実施するのに必要な資力を有していること。

２　法第十条の二第一項第一号の主務省令で定める基準のうち技術的能力に係るものは、次に掲げるものとする。

一　指定の申請をする団体の構成員に、支援事業のうち当該団体の申請に係る事業に三年以上従事した経験を有する者が一人以上含まれ

ていること。

二　指定の申請をする団体が行う支援事業を、支援事業のうち当該団体の申請に係る事業に三年以上従事した経験を有する者若しくはこ

れと同等以上の知識及び技能を有する者が行い、又はこれらの者の指導の下に適切に行うものであること。

三　指定の申請をする団体が行う支援事業の実施に関する業務の執行及び会計の経理を適正に行うための体制が整備されていること。

３　法第十条の二第一項第二号の主務省令で定める基準は、次に掲げるものとする。

一　指定の申請をする団体が行う支援事業において、特定の者に対して不当な差別的取扱いをするものでないこと。

二　指定の申請をする団体が行う支援事業の実施体制に関する事項を公表することとしていること。

三　法第十条の二第六項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から二年を経過していないものでないこと。

（支援団体の指定の申請）

第二条　法第十条の二第一項の指定の申請をしようとする団体は、次に掲げる事項を記載した様式第一による申請書を主務大臣に提出しな

ければならない。

一　当該団体の名称及び住所並びに代表者の氏名

二　当該団体が行う支援事業の名称

三　当該団体が行う支援事業の内容

四　当該団体が行う支援事業の対象となる者の範囲

２　前項の申請書には、次に掲げる書類を添付するものとする。

一　定款若しくは寄附行為及び登記事項証明書又はこれらに準ずるもの

二　申請の日の属する事業年度及び翌事業年度における当該団体が行う支援事業の計画書及び収支予算書

三　支援事業のうち当該団体の申請に係る事業について知識及び経験を有する者の確保の状況その他の業務の実施体制について記載した

書類

四　当該団体の財務諸表

五　当該団体が行う支援事業の実施体制に関する公表方法について記載した書類

六　その他参考となるべき事項を記載した書類

（変更等の届出）

第三条　支援団体は、前条第一項各号に掲げる事項に変更があったとき又は支援事業を廃止したときは、遅滞なく、それぞれ様式第二又は

様式第三によりその旨を主務大臣に届け出なければならない。

（人材認定等事業）

第四条　法第十一条第一項の主務省令で定める人材認定等事業は、次の各号のいずれにも該当するものとする。

一　利益の分配その他の営利を主たる目的とするものでないこと。

二　特定の者に対して不当な差別的取扱いをするものでないこと。

２　前項に定めるもののほか、人材認定等事業は、次の各号に掲げる事業の区分に応じ、それぞれ当該各号に該当するものとする。

一　人材認定等事業のうち育成に係る事業（以下「育成事業」という。）　次に掲げる要件を満たすものであること。

イ　講習又は研修（以下「講習等」という。）を行うものであること。

ロ　当該育成事業に係る講習等は、当該育成事業の内容に応じ、次に掲げる事項を含むものであること。

（１）　環境の保全に関する指導又は協働取組の促進に必要な知識又は技能に関する事項

（２）　環境の保全に関する指導の安全な実施に必要な知識又は技能に関する事項

ハ　当該育成事業の内容に応じ、講習等を受けようとする者の安全の確保を図るための措置が講じられていること。

二　人材認定等事業のうち認定に係る事業（以下「認定事業」という。）　次に掲げる要件を満たすものであること。

イ　書面審査、口述審査又は実地審査（以下「審査」という。）を行うものであること。

ロ　当該認定事業に係る審査の方法及び基準が明確であること。

ハ　当該認定事業に係る審査の基準は、当該認定事業の内容に応じ、次に掲げる基準を含むものであること。

（１）　環境の保全に関する指導又は協働取組の促進に必要な知識又は技能の水準に関する基準

（２）　環境の保全に関する指導の安全な実施に必要な知識又は技能の水準に関する基準

ニ　当該認定事業の内容に応じ、審査を受けようとする者の安全の確保を図るための措置が講じられていること。

三　人材認定等事業のうち教材の開発及び提供に係る事業（以下「教材開発・提供事業」という。）　環境保全の意欲の増進又は環境教育

に関する教材（以下「環境教育教材」という。）であって、環境保全の意欲の増進若しくは環境教育を行う者又は環境の保全に関する

学習を行う者の利用に供するものを開発し、これらの者に提供するものであること。

（登録の申請）

第五条　法第十一条第一項の登録の申請をしようとする者は、同条第二項第一号及び第二号に定める事項のほか、次に掲げる事項を記載し

た様式第四による申請書を主務大臣に提出しなければならない。

一　人材認定等事業の名称

二　人材認定等事業の行われる場所
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三　育成事業及び認定事業については当該事業の対象となる者の範囲、教材開発・提供事業については当該事業に係る環境教育教材の提

供の対象となる者の範囲

２　前項の申請書には、次に掲げる書類その他の資料を添付するものとする。

一　申請者が個人である場合は、その住民票の写し

二　申請者が法人その他の団体である場合は、その定款若しくは寄附行為及び登記事項証明書又はこれらに準ずるもの

三　申請者が法第十一条第三項各号の規定に該当しないことを説明した書面

四　直近の三事業年度の各事業年度における登録の申請に係る人材認定等事業の実績を記載した書類

五　申請の日の属する事業年度及び翌事業年度における事業計画書及び収支予算書

六　登録の申請に係る人材認定等事業について知識及び経験を有する者の確保の状況その他の業務の実施体制について記載した書類

七　申請者が個人である場合は、所得税に係る納税証明書

八　申請者が法人その他の団体である場合は、財務諸表

九　前各号に掲げる書類のほか、次のイからハまでに掲げる事業の区分に応じ、それぞれ次のイからハまでに掲げる書類その他の資料

イ　育成事業　次に掲げる事項を記載した書類

（１）　当該育成事業に係る手数料に関する事項

（２）　当該育成事業に係る講習等を受けようとする者の安全の確保を図るための措置に関する事項

（３）　当該育成事業に係る講習等の講師の氏名、職業及び略歴並びに講習等の受講定員に関する事項

ロ　認定事業　次に掲げる事項を記載した書類

（１）　当該認定事業に係る手数料に関する事項

（２）　当該認定事業に係る審査を受けようとする者の安全の確保を図るための措置に関する事項

（３）　当該認定事業に係る審査の方法及び基準

ハ　教材開発・提供事業　直近の三事業年度において開発した環境教育教材及び当該教材の概要（価格及び提供先に関する事項を含

む。）を記載した書類

十　その他参考となるべき事項を記載した書類

（登録基準）

第六条　法第十一条第四項第二号の主務省令で定める基準のうち経理的基礎に係るものは、次に掲げるものとする。

一　申請者が個人である場合は、人材認定等事業を適確かつ円滑に実施するのに必要な資金を確保する見込みがあること。

二　申請者が法人その他の団体である場合は、債務超過の状態にないこと及び支援事業を適確かつ円滑に実施するのに必要な資力を有し

ていること。

２　法第十一条第四項第二号の主務省令で定める基準のうち技術的能力に係るものは、次に掲げるものとする。

一　申請者が個人である場合は、人材認定等事業の実施に関する業務の執行及び会計の経理を適正に行うための能力を有していること。

二　申請者が法人その他の団体である場合は、当該業務の執行及び会計の経理を適正に行うための体制が整備されていること。

三　登録の申請に係る育成事業については、次に掲げる要件を満たすものであること。

イ　申請者が個人である場合は、当該申請者が当該育成事業において三年以上講習等の業務に従事した経験を有していること。

ロ　申請者が法人その他の団体である場合は、その構成員に当該育成事業において三年以上講習等の業務に従事した経験を有する者が

一人以上含まれていること。

ハ　当該育成事業に係る講習等を、当該育成事業において三年以上講習等の業務に従事した経験を有する者若しくはこれと同等以上の

知識及び技能を有する者が行い、又はこれらの者の指導の下に適切に行うものであること。

ニ　直近の三事業年度の各事業年度において当該育成事業に係る講習等を受けた者が五人以上であること。

四　登録の申請に係る認定事業については、直近の三事業年度の各事業年度において当該認定事業に係る審査を行っていること。

五　登録の申請に係る教材開発・提供事業については、次に掲げる要件を満たすものであること。

イ　直近の三事業年度において開発した環境教育教材の内容が環境保全の意欲の増進又は環境教育に効果を有すると認められるもので

あること。

ロ　直近の三事業年度の各事業年度において当該事業に係る環境教育教材を環境保全の意欲の増進若しくは環境教育を行う者又は環境

の保全に関する学習を行う者に広く提供していること。

（変更等の届出）

第七条　法第十一条第七項の規定による届出は、同条第二項各号に掲げる事項の変更に係る場合にあっては様式第五、登録人材認定等事業

の廃止に係る場合にあっては様式第六による届出書によってしなければならない。

（体験の機会の場の認定の基準）

第八条　法第二十条第一項第三号の主務省令で定める基準は、次に掲げるものとする。

一　環境の保全に関する学習の機会の提供を行うこと。

二　適切な計画が定められていること。

三　認定の申請に係る体験の機会の場で行う事業の参加者及び実施者の安全の確保を図るための措置が講じられていること。

四　特定の者に対して不当な差別的取扱いをするものでないこと。

五　利益の分配その他の営利を主たる目的とするものでないこと。

六　認定の申請に係る体験の機会の場で行う事業に一年以上従事した経験を有する者若しくはこれと同等以上の知識及び技能を有する者

により行われ、又はこれらの者の指導の下に適切に行われるものであること。

２　法第二十条第一項第四号の主務省令で定める基準は、認定の申請に係る土地又は建物について、安全の確保その他の適切な管理が行わ

れていることとする。

（認定の申請）

第九条　法第二十条第一項の認定の申請をしようとする者は、同条第三項第一号から第三号までに定める事項のほか、次に掲げる事項を記

載した様式第七による申請書を都道府県知事（法第二十条の七第一項に規定する場合にあっては同項に規定する指定都市等の長、法第二

十条の八に規定する場合にあっては主務大臣。第十一条及び第十二条において同じ。）に提出しなければならない。

一　認定の申請に係る体験の機会の場で行う事業の対象となる者の範囲

二　認定の申請に係る体験の機会の場で行う事業のために当該体験の機会の場を提供する期間

２　前項の申請書には、次に掲げる書類を添付するものとする。

一　申請者が個人である場合は、その住民票の写し

二　申請者が法人その他の団体である場合は、その定款若しくは寄附行為及び登記事項証明書又はこれらに準ずるもの
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三　申請者が法第二十条第四項各号の規定に該当しないことを説明した書面

四　申請の日の属する事業年度の直前の事業年度における認定の申請に係る体験の機会の場で行う事業の実績を記載した書類

五　申請の日の属する事業年度及び翌事業年度における事業計画書及び収支予算書

六　認定の申請に係る体験の機会の場で行う事業の参加者及び実施者の安全の確保を図るための措置（当該事業に係る土地又は建物の管

理に関する事項を含む。）について記載した書類

七　認定の申請に係る体験の機会の場で行う事業について知識及び経験を有する者の確保の状況その他の業務の実施体制について記載し

た書類

八　認定の申請に係る体験の機会の場で行う事業の参加に要する費用の額及び当該事業の参加定員に関する事項を記載した書類

九　認定の申請に係る土地又は建物の位置を示す地図及び当該土地若しくは建物の登記事項証明書又はこれに準ずるもの

十　認定の申請に係る体験の機会の場において環境保全の意欲の増進に関する事業を実施することについての当該事業の実施者の同意書

十一　その他参考となるべき事項を記載した書類

（変更等の届出）

第十条　法第二十条第八項の規定による届出は、同条第三項各号に掲げる事項を変更したときにあっては様式第八、認定体験の機会の場の

提供を行わなくなったときにあっては様式第九による届出書によってしなければならない。

（更新の申請）

第十一条　法第二十条の二第二項の有効期間の更新を受けようとする者は、様式第十による申請書を都道府県知事に提出しなければならな

い。

（運営の状況の報告）

第十二条　法第二十条の四第一項の規定による報告は、前年度における認定に係る体験の機会の場で行う事業に関する次に掲げる事項を記

載した報告書を都道府県知事が定める日までに提出することにより行うものとする。

一　実施の内容

二　実施の目的

三　実施の期間

四　実施の回数

五　参加に要する費用

六　参加者数

七　参加者又は実施者の生命又は身体について被害が発生した事故の有無並びに当該事故があるときはその内容及び再発を防止するため

に講じた措置

八　収支決算

２　前項各号に掲げる事項（以下の項において「事業に関する事項」という。）については、前年度における認定に係る体験の機会の場で

行う事業が年度を超えて行われる場合等年度ごとの事業に関する事項の報告が困難であるときは、都道府県知事が定める期間における事

業に関する事項とする。

（公示の方法）

第十三条　法第二十条の七第三項の規定による公示は、インターネットの利用その他の適切な方法により行うものとする。

（環境保全に係る協定の公表事項）

第十四条　法第二十一条の四第二項の主務省令で定める事項は、次に掲げるものとする。

一　協定の名称

二　協定の対象区域

三　協定の有効期間

四　協定に参加する者の氏名又は名称

（協働取組の申出）

第十五条　法第二十一条の四第五項の規定による申出をしようとする者は、次に掲げる事項を記載した様式第十一による申出書を、協働取

組の相手方が国であるものにあっては主務大臣に、地方公共団体であるものにあっては当該協働取組の対象区域を管轄する地方公共団体

の長又は教育委員会に対して提出しなければならない。

一　氏名又は名称及び住所並びに法人その他の団体にあっては代表者の氏名

二　協働取組の名称

三　協働取組の内容

四　協働取組の目的

五　協働取組の対象区域

六　協働取組の期間

七　協働取組に参加する者の氏名又は名称

２　前項の申出書には、次に掲げる書類を添付するものとする。

一　申出者が個人である場合は、当該個人の住民票の写し

二　申出者が法人その他の団体である場合は、その定款若しくは寄附行為及び登記事項証明書又はこれらに準ずるもの

三　その他参考となるべき事項を記載した書類

３　法第二十一条の四第五項の規定による申出を受けた主務大臣又は地方公共団体の長若しくは教育委員会は、前項各号に掲げるもののほ

か、当該申出が適切であると認めるために必要な書類の提出を求めることができる。

（協働取組の申出が適切と認められる基準）

第十六条　法第二十一条の四第六項の主務省令で定める基準は、次に掲げるものとする。

一　基本方針に照らして適切なものであること。

二　法第八条第一項の規定による行動計画を作成している都道府県又は市町村にあっては、当該行動計画に照らして適切なものであるこ

と。

三　申出に係る協働取組の内容が環境の保全上の効果を有すると認められるものであること。

四　特定の者に対して不当な差別的取扱いをするものでないこと。

五　申出に係る協働取組の内容が、主務大臣又はその相手方として希望する地方公共団体の長若しくは教育委員会の所掌事務の範囲に照

らして適切なものであること。
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（国民、民間団体等による協定の公表事項）

第十七条　法第二十一条の五第二項の主務省令で定める事項は、次に掲げるものとする。

一　協定の名称

二　協定の対象区域

三　協定の有効期間

四　協定に参加する者の氏名又は名称

（国民、民間団体等による協定の届出等）

第十八条　法第二十一条の五第一項の規定による届出をしようとする者は、次に掲げる事項を記載した様式第十二による届出書を、都道府

県知事（当該届出に係る協定の対象区域が二以上の都道府県にわたる場合にあっては、主務大臣。次条において同じ。）に提出しなけれ

ばならない。

一　氏名又は名称及び住所並びに法人その他の団体にあっては代表者の氏名

二　協定の名称

三　協定の内容

四　協定の目的

五　協定の対象区域

六　協定の有効期間

七　協定に参加する者の氏名又は名称

２　前項の届出書には、次に掲げる書類を添付するものとする。

一　届出者が個人である場合は、当該個人の住民票の写し

二　届出者が法人その他の団体である場合は、その定款若しくは寄附行為及び登記事項証明書又はこれらに準ずるもの

三　その他参考となるべき事項を記載した書類

（変更等の届出）

第十九条　法第二十一条の五第二項の規定により協定の内容その他の事項が公表された届出者は、前条第一項各号に掲げる事項を変更する

場合にあっては様式第十三、当該協定を廃止する場合にあっては様式第十四による届出書を、同項の規定による届出書を提出した都道府

県知事に対して提出しなければならない。

（権限の委任）

第二十条　第十五条に規定する主務大臣の権限は、次の表の上欄に掲げる主務大臣の権限ごとに、同表の下欄に掲げる地方支分部局の長に

委任する。ただし、主務大臣が自らその権限を行使することを妨げない。

主務大臣の権限 地方支分部局の長

農林水産大臣の権限 第十五条第一項に規定する申出に係る協働取組の対象区域を管轄する地方農政局長

経済産業大臣の権限 第十五条第一項に規定する申出に係る協働取組の対象区域を管轄する経済産業局長

国土交通大臣の権限（地方整備局又は北

海道開発局の所掌に係るものに限る。）

第十五条第一項に規定する申出に係る協働取組の対象区域を管轄する地方整備局長又は北海道開

発局長

環境大臣の権限 第十五条第一項に規定する申出に係る協働取組の対象区域を管轄する地方環境事務所長

様式第１（第２条第１項関係）

様式第１（第２条第１項関係） 

 

環境教育等支援団体指定申請書 

 

 

  
※整 理 番 号        

 
  

年  月  日 

 主務大臣 殿 

 

                       申請者 

 

 

 

名称 

住所 

代表者の氏名 

 

 

  

 
 環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律第10条の２第１項の規定により、次のとお

り申請します。 

  

支 援 事 業 の 名 称  
  

 

支 援 事 業 の 内 容  
  

  

支援事業の対象となる者の

範囲 
 

  

 
備考 

１ ※の欄には、記載しないこと。 

２ 「住所」については、主たる事務所の所在地を記載すること。 

３ 「支援事業の内容」については、特定の者に対して不当な差別的取扱いをするものでない旨を

説明すること。 

４ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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様式第２（第３条関係）

様式第２（第３条関係） 

 

支援事業変更届出書 

 

 

整 理 番 号        

   

年  月  日 

 主務大臣 殿 

                       

 届出者 

 

 

 

名称 

住所 

代表者の氏名 

 

  

 

 環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律施行規則第２条第１項に掲げる事項を変更

したので、同令第３条の規定により、次のとおり届け出ます。 

 
支 援 事 業 の 名 称  

 

変 更 の 内 容        

変 更 前        

変 更 後        

変 更 の 年 月 日               年    月    日 

変 更 の 理 由                

 

備考 

１ 「住所」については、主たる事務所の所在地を記載すること。 

２ 「支援事業の名称」には、変更前の名称を記載すること。 

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
 

5



様式第３（第３条関係）

様式第３（第３条関係） 

備考 

１ 「住所」については、主たる事務所の所在地を記載すること。 

２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
 

 

支援事業廃止届出書 

 

 

 

整 理 番 号        

   

年  月  日 

 主務大臣 殿 

                        

届出者 

 

 

 

名称 

住所 

代表者の氏名 

 

 

  

 

 支援事業を廃止したので、環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律施行規則第３

条の規定により、次のとおり届け出ます。 

 
支 援 事 業 の 名 称  

 

廃 止 の 年 月 日               年    月    日 

廃 止 の 理 由                
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様式第４（第５条関係）

様式第４（第５条第１項関係） 

 

人材認定等事業登録申請書 

 

 

 
※整 理 番 号        

 
  

年  月  日 

 
 主務大臣 殿 

 

                       申請者 

 

 

 

氏名 

 

住所 

 

 

  

 
 環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律第11条第２項の規定により、次のとおり申

請します。 

  

人材認定等事業の名称 
  

 

人材認定等事業の内容 
 

 

人材認定等事業の行われる

場所（該当するものに○を

すること） 

屋 内    
 

  

屋 外    
森林 田園 公園 河川 湖沼 海岸 海洋 

その他（                ） 

 

 

育成事業又は認定事業

については、当該事業

の対象となる者の範囲、教

材開発・提供事業につ

いては、当該事業に係

る環境教育教材の提供

の対象となる者の範囲 

 

 

  

 

備考 

１ ※の欄には、記載しないこと。 

２ 申請者が法人その他の団体の場合にあっては、「氏名」については、法人その他の団体の名称及

び代表者の氏名を記載し、「住所」については、主たる事務所の所在地を記載すること。 

３ 「人材認定等事業の内容」については、特定の者に対して不当な差別的取扱いをするものでない

旨を説明すること。 

４ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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様式第５（第７条関係）

様式第５（第７条関係） 

 

登録人材認定等事業変更届出書 

 

 

 

整 理 番 号        

   

年  月  日 

 主務大臣 殿 

 

                       届出者 

 

 

 

氏名 

 

住所 

 

 

  

 

 環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律第11条第２項各号に掲げる事項を変更した

ので、同条第７項の規定により、次のとおり届け出ます。 

 
人 材 認 定 等 事 業 の 名 称                

 

変 更 の 内 容        

変 更 前        

変 更 後        

変 更 の 年 月 日               年    月    日 

変 更 の 理 由                

  

 

備考 

１ 届出者が法人その他の団体の場合にあっては、「氏名」については、法人その他の団体の名称及

び代表者の氏名を記載し、「住所」については、主たる事務所の所在地を記載すること。 

２ 「人材認定等事業の名称」には、変更前の名称を記載すること。 

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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様式第６（第７条関係）

様式第６（第７条関係） 

備考 

１ 届出者が法人その他の団体の場合にあっては、「氏名」については、法人その他の団体の名称及び

代表者の氏名を記載し、「住所」については、主たる事務所の所在地を記載すること。 

２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
 

 

登録人材認定等事業廃止届出書 

 

 

 

整 理 番 号        

   

年  月  日 

 主務大臣 殿 

 

                       届出者 

 

 

 

氏名 

 

住所 

 

 

  

 

 登録人材認定等事業を廃止したので、環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律第

11条第７項の規定により、次のとおり届け出ます。 

 
人 材 認 定 等 事 業 の 名 称                

 

廃 止 の 年 月 日               年    月    日 

廃 止 の 理 由                
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様式第７（第９条関係）

様式第７（第９条第１項関係） 

 

体験の機会の場の認定申請書 

 ※整 理 番 号        

   

年  月  日 

都道府県知事 殿 

市 町 村 長  

主 務 大 臣  

                       申請者 

 

 

 

 

氏名 

 

住所 

 

 

 

 

 
 環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律第20条第３項の規定により、次のとおり申

請します。 

 
体験の機会の場の名称及び

所在地 
  

 
体験の機会の場で行う環境

保全の意欲の増進に関する

事業の内容 

  

 

体験の機会の場で行う環境

保全の意欲の増進に関する

事業の対象となる者の範囲 
 

 

認定の申請に係る事業のた

めに体験の機会の場を提供

する期間 

      年 月   日から   月   日まで 

   

    

   

 
備考 

 １ ※の欄には、記載しないこと。 

２ 申請者が法人その他の団体の場合にあっては、「氏名」については、法人その他の団体の名称及

び代表者の氏名を記載し、「住所」については、主たる事務所の所在地を記載すること。 
 

３ 「体験の機会の場で行う環境保全の意欲の増進に関する事業の対象となる者の範囲」について

は、特定の者に対して不当な差別的取扱いをするものでない旨を説明すること。 

４ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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様式第８（第１０条関係）

様式第８（第 10 条関係） 

 

認定体験の機会の場変更届出書 

 

 

 

整 理 番 号        

   

年  月  日 

 都道府県知事 殿 

市 町 村 長  

主 務 大 臣  

                      届出者 

 

 

 

 

氏名 

 

住所 

 

 

  

 

 

 環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律第20条第３項各号に掲げる事項を変更した

ので、同条第８項の規定により、次のとおり届け出ます。 

 
体 験 の 機 会 の 場 の 名 称   

 

変 更 の 内 容        

変 更 前        

変 更 後        

変 更 の 年 月 日               年    月    日 

変 更 の 理 由                

 

備考 

１ 届出者が法人その他の団体の場合にあっては、「氏名」については、法人その他の団体の名称及び

代表者の氏名を記載し、「住所」については、主たる事務所の所在地を記載すること。 

２ 「体験の機会の場の名称」には、変更前の名称を記載すること。 

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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様式第９（第１０条関係）

様式第９（第 10 条関係） 

備考 

１ 届出者が法人その他の団体の場合にあっては、「氏名」については、法人その他の団体の名称及び

代表者の氏名を記載し、「住所」については、主たる事務所の所在地を記載すること。 

２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
 

 

認定体験の機会の場廃止届出書 

 

 

整 理 番 号        

   

年  月  日 

 都道府県知事 殿 

市 町 村 長  

主 務 大 臣  

                     届出者 

 

 

 

 

氏名 

 

住所 

 

 

  

 

 

 認定体験の機会の場を廃止したので、環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律第

20条第８項の規定により、次のとおり届け出ます。 

 
体 験 の 機 会 の 場 の 名 称   

 

廃 止 の 年 月 日               年    月    日 

廃 止 の 理 由                
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様式第１０（第１１条関係）

様式第 10（第 11 条関係） 

 

認定体験の機会の場更新申請書 

 

 整 理 番 号        

   
年  月  日 

 都道府県知事 殿 

市 町 村 長  

主 務 大 臣  

                       申請者 

 

 

 

 

氏名 

 

住所 

 

 

  

 

 

 環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律第20条の２第２項の規定により、次のとお

り申請します。 

 体験の機会の場の名称及び

所在地 
 

 

 体験の機会の場で行う環境

保全の意欲の増進に関する

事業の内容 

 

 

 
体験の機会の場で行う環境

保全の意欲の増進に関する

事業の対象となる者の範囲 
 

 

認定の申請に係る事業のた

めに体験の機会の場を提供

する期間 

年 月   日から   月   日まで 

   

    

    

 
備考 

 １ 申請者が法人その他の団体の場合にあっては、「氏名」については、法人その他の団体の名称

及び代表者の氏名を記載し、「住所」については、主たる事務所の所在地を記載すること。 

２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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様式第１１（第１５条第１項関係）

様式第 11（第 15 条第１項関係） 

 

国又は地方公共団体との協働取組に係る申出書 

 

 

  
※整 理 番 号        

   
年  月  日 

 

            殿 

 

                       申出者 

 

 

 

氏名 

 

住所 

 

 

  

 

 環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律第21条の４第５項の規定により、次のとお

り申し出ます。 

 

協 働 取 組 の 名 称   

 協 働 取 組 の 内 容   

協 働 取 組 の 目 的   

協働取組の対象区域    

協 働 取 組 の 期 間    

協働取組に参加する者の氏

名又は名称 

 

 

 

 

 

 

  

 
備考 

 １ ※の欄には、記載しないこと。 

２ 申出者が法人その他の団体の場合にあっては、「氏名」については、法人その他の団体の名称及

び代表者の氏名を記載し、「住所」については、主たる事務所の所在地を記載すること。 

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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様式第１２（第１８条第１項関係）

様式第 12（第 18 条第１項関係） 

 

国民、民間団体等による協定届出書 

 
 

 
※整 理 番 号        

   
年  月  日 

 

都道府県知事 殿 

（主 務 大 臣） 

 

                       届出者 

 

 

 

 

氏名 

 

住所 

 

 

 

 

 

 環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律第21条の５第１項の規定により、次のとお

り届け出ます。 

 
協 定 の 名 称   

 

協 定 の 内 容   

協 定 の 目 的   

協 定 の 対 象 区 域   
 

協 定 の 有 効 期 間   
 

 

 
協定に参加する者の氏名又

は名称 

  

 

 

 
備考 

 １ ※の欄には、記載しないこと。 

２ 届出者が法人その他の団体の場合にあっては、「氏名」については、法人その他の団体の名称及

び代表者の氏名を記載し、「住所」については、主たる事務所の所在地を記載すること。 

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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様式第１３（第１９条関係）

様式第 13（第 19 条関係） 

 

国民、民間団体等による協定変更届出書 

 

 整 理 番 号        

   

年  月  日 

 都道府県知事 殿 

（主 務 大 臣） 

 

                       届出者 

 

 

 

 

氏名 

 

住所 

 

 

 

  

 

 環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律施行規則第18条第１項に掲げる事項を変更

したので、同令第19条の規定により、次のとおり届け出ます。 

 
協 定 の 名 称  

 

変 更 の 内 容        

変 更 前        

変 更 後        

変 更 の 年 月 日               年    月    日 

変 更 の 理 由                

  

 

備考 

１ 届出者が法人その他の団体の場合にあっては、「氏名」については、法人その他の団体の名称及

び代表者の氏名を記載し、「住所」については、主たる事務所の所在地を記載すること。 

２ 「協定の名称」には、変更前の名称を記載すること。 

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
 

16



様式第１４（第１９条関係）

様式第 14（第 19 条関係） 

備考 

１ 届出者が法人その他の団体の場合にあっては、「氏名」については、法人その他の団体の名称及び

代表者の氏名を記載し、「住所」については、主たる事務所の所在地を記載すること。 

２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

 
 

 

国民、民間団体等による協定廃止届出書 

 

 

 

整 理 番 号        

   

年  月  日 

 都道府県知事 殿 

（主 務 大 臣） 

 

                       届出者 

 

 

 

 

氏名 

 

住所 

 

 

 

  

 

 国民、民間団体等による協定を廃止したので、環境教育等による環境保全の取組の促進に関す

る法律施行規則第19条の規定により、次のとおり届け出ます。 

 
協 定 の 名 称  

 

廃 止 の 年 月 日               年    月    日 

廃 止 の 理 由                
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附　則

この省令は、環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推進に関する法律の一部を改正する法律の一部の施行の日（平成二十四年

十月一日）から施行する。

附　則　（平成三一年四月一日文部科学省・農林水産省・経済産業省・国土交通省・環境省令第一号）

この省令は、公布の日から施行する。ただし、様式第一から様式第十四までの改正規定は、不正競争防止法等の一部を改正する法律の

施行の日（平成三十一年七月一日）から施行する。

附　則　（令和二年一二月二八日文部科学省・農林水産省・経済産業省・国土交通省・環境省令第一号）

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により使用されている書類は、こ

の省令による改正後の様式によるものとみなす。

２　この省令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。
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